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1研 究 課 題
1-1前 号での結論
研究第1段 階で,わ れわれ小樽商大=開 銀の共同研究プロジェク トチームは,
「ベンチャー創出面で地域は不利である?」 との仮説をもとに,同仮説を反証
するべ く実証データの入手 とフィール ドサーベイおよび比較分析 に着手 した。
フィール ドサーベイでは,パ イロッ トサーベイと経営者ヒアリングを経て,平
成9年7月 から平成10年2月にかけて道内製造系ベンチャー企業 をフィール ド
サーベイした結果,(1)現経営者が創業者であること,(2)創業場所が北海道であ
ること,(3)道外マーケティングに積極的であること,の3条件を満たす7社(金
属加工 ・半導体製造装置 ・食品機械 ・バイオ ・住宅 ・エンジニアリング ・ソフ
トウェア)が浮上 し,創業者と創業プロセスに関する7社 の比較分析 を行った。
以上の研究結果か ら,われわれは 「ベンチャー創出面で地域(=北 海道)は 有
利である」 との結論を得た。その理由は,4つ の経営資源(人 材 ・技術 ・マー
ケティング ・資金)か ら見て,(1)地元国立工業高専を卒業 して首都圏メーカー
に勤務 したUタ ーン技術者の活用,(2>非札幌圏中核都市における低 コス ト高付
加価値経営,(3)自前設計 ・部品内製化 による独 自製品,(4)インターネ ットの積
極的活用,の4条 件が満たされた場合,製 造系の地域型ベンチャーが創業に成
功する可能性が北海道ではかなり高いことが確認で きたからである。それゆえ,
ベ ンチャー企業の設立にあたって一般的には不利と考えられて きた地域のハ ン
ディを,か えってアドバ ンテージとして見事な成長を遂げている一群の製造系
モデルベンチ ャー企業の存在 を確認できた。すなわち,北 海道にはサクセニア
ン博士のい う 「RegionalAdvantage(地域の優位性)」が,少 なくとも く技術
のある人材の獲得〉面では存在することを分析過程で発見 した。それゆえ,北
海道出身,ま たは北海道に強い思い入れのある技術者のU・1タ ーンに対する
何 らかの支援 システムが形成されれば,北 海道に 〈第2・ 第3のHP社 〉の創
造 も決して夢ではないことがわかる。問題は,彼 らをどのように発掘 し開業ま
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で支援するかである。
1-2本 号の研究課題
平成10年度に実施された研究第2段 階である 「地域型ベ ンチ ャー支援システム
の研究(中)」では,〈U・1タ ーンと新規創業を有機的に結合 した地域型べ
ンチャー創造に対する支援システムのあ り方〉の有効性を検証 し,北海道の製
造系ベ ンチャーを生み出すために必要かつ有効 と考え られるインキュベーショ
ンの設計を試みることにある。
初めに共同研究チームでは,(a)前号で得 られた製造系ベンチャーとして有望 と
考えられる高専卒業生による 〈Uター ン&ベ ンチャー〉の可能性に着目し,道
内国立高専卒業生に対 して起業意識調査 を行 った。次に,(b)既存の道内インキ
ュベーション施設に対す る詳細なインタビュー調査を実施 した。その結果,起
業意識アンケー トか ら導 き出されたインキュベーションに対する 〈ニーズ〉と,
実際に提供されている施設の 〈シーズ〉の間には,大 きなギャップが存在する
ことが確認された。そ して,(c)従来か ら別個 に行われてきた 〈市町村 による企
業立地〉,〈道によるUタ ーン促進事業や中小企業支援策〉,〈通産省(局)に よ
るベ ンチャー支援事業〉,〈公的金融機関による制度金融〉,くそのほか経済団体
や産学官による地域産業支援策〉の観察 と検証を行 った。最後に,UIタ ーン
&ベ ンチャー=地 域型ベ ンチャー創業を成功 させるシステムの設計 を行った。
2函 館高専OBア ンケー ト調査結果
本章では,地 域型ベンチャー ・インキュベーションの設計の前段 として,わ れ
われが仮説 として焦点をあてた道内国立高専OBを 対象 とする 〈Uターン&ベ
ンチ ャー〉におけるインキュベーション ・システムのあるべき姿を検証する。
とくに,北 海道には地場産業振興を目的 とする数多 くのインキュベーション施
設が点在するが,そ れ らがUタ ー ン技術者の新規創業に対 してインキュベーシ
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ヨンた り得るかという問題に答える必要がある。
そこで,イ ンキュベーションに対する具体的なニーズを探 るため,地 元高専の
協力を得て,卒 後10年以上の道外勤務者に対する起業意識アンケー ト調査を実
施 した。本章 の具体 的なデータと詳細 については,『CBCDiscussionPaper
SeriesNo.54』の第3章 に詳 しい。 また,下 の各表は同報告書のために作成さ
れたものを転載 した。
2・-1高 等専門学校(高 専)
高等専門学校(高 専)は,中 学校卒業程度を入学資格 とす る5年制の高等教育
機関である(す なわち,学 生はおおかた16～20歳の5年 間を過ごす)。日本の
経済 ・社会の発展を支える科学技術の著 しい進歩 に対応できる優秀で実践的な
技術者を養成 し,科学技術の振興を図ることを目的として,昭 和36年の学校教
育法一部改正によって37年度に創設された。『文部統計要覧(平成10年版)』(文
表1高 専,大学の学校数,学生数,教職員数,就職者数
就職者数
学校数 学 生 数 教員数 職員数
製造業 技術者
高専 国立 54 49,2033,823 3,009
公立 5 4,511 391 169
私立 3 2,580 170 28
合計 62 56,2944,384 3,206 7,1213,2876,406
道内 5 4,190 331 N.A. N.A. N.A. N.A.
大学 国立 98 614,66958,85558,486
公立 57 91,642 8,88011,474
私立 431 1,927,4794,047101,767
合計 586 2,633,79014L782171,727349,27171,15573,291
理工 N.A. 552,384N,A. N.A. 79,9515,76062,007
道内 26 85,3065,460N.A. 10,388N.A. N.A.
(注)1.大 学 には,短 期大学,大 学院を含 まない。
2.理工は,大 学合計の内数で,専 攻分野が理学お よび工学の者の数。
3.道 内は,そ れぞれ高専合計,大 学合計の内数で,道 内の数。
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部省編;平 成10年4月)および 『平成9年 度 学校基本調査報告書(高 等教育
機i関編)』(文部省;平 成10年3月)によると,平成9年 の高専の学生数,教 職
員数,就 職者数などは表1の とお りである。
道内には,4校 の国立高専 と1校の公立高専(イ ンダス トリアル ・デザイン学
科を有する札幌市立高等専門学校)が 存在するが,こ こでは,国 立高専に対象
を絞 る。平成10年度の各校の 『学校要覧』によると,道内4国 立高専の概要は
表3-2の とお りである。
表2道 内4国立高専
旭 川 釧 路 苫 小 牧 函 館
開校年月 昭和37年4月 昭和40年4月 昭和39年4月 昭和37年4月
教 員 数 63 75 78 78
事務系職員数 53 54 53 54
専 門 学 科 機械工学科
電気工学科
制御情報工学科
物質化学工学科
機械工学科
電気工学科
電子工学科
情報工学科
建築学科
機械工学科
電気工学科
情報工学科
物質工学科
環境都市工学科
機械工学科
電気工学科
情報工学科
物質工学科
環境都市工学科
学 生 数 機械204
電気195
制御196
物質190
機械190
電気196
電子197
情報200
建築202
機械202
電気192
情報183
物質194
環境206
機械199
電気209
情報200
物質209
環境204
合計785 合計985 合計977 合計1,021
出身地
「
道内
道外
国外
775
3
7
1,027
4
11
967
3
107
970
41
10
H9年卒業者数 139 180 175 180
進学者数 39 21 46 36
就職者数 91 151 129 137
障 内
i道外
48
43
85
66
63
66
56
81
(注)釧路高専の学生出身地 は,平成6～10年度の入学者数1,042名に対する内訳。
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2・一一2な ぜ函館高専を調査対象 としたか
アンケー トを実施するにあたって共同研究プロジェク トチームでは,次 の2段
階を経 る必要性 を確認 した。すなわち,第1に,仮 説にあげ られた狙いに焦点
を絞った小規模なアンケー ト(千人規模)を 実施する。第2に,そ こで得 られ
た結果 をもとに,道 内4国 立高専の卒後10年以上を経過した全卒業生に対する
大規模 なアンケー ト(万人規模)を 実施することである。
はじめに,第1の 小規模アンケー トの実施であるが,平 成9年 度研究における
フィ 。ール ドサーベイ対象企業の中で,地 元高専卒業者が創業者であ り,かつ,
母校である地元高専か らの人材獲得 を「RegionalAdvantage(地域の優位性)」
として活用 している企業の所在地 として,共 同研究プロジェク トチームは 〈函
館〉に注 目した。函館は,旧 テクノポリス(高 度技術集積都市)法 の指定地域
(昭和59年7月に全国で12番目の指定を受ける)で あ り,以下の5点 が特筆 さ
れる。すなわち,
(1)試験研究機i関である 「道立工業技術センター」(昭和61年10月開業)が 存
在
(2)インキュベーション(新規産業創出 ・育成支援施設)で ある 「函館市産業
支援センター」(平成10年4月開業)が 存在
(3)「テクノポリス函館」構想の推進母体 として,道 立工業技術センターおよ
び函館市産業支援セ ンターの運営主体 となるとともに,様 々な助成 ・低利融
資 ・債務保証制度を運用 している 「(財)テクノポリス函館技術振興協会」(昭
和59年4月設立)が 存在
(4)工業団地やジェット空港,港 湾など新規産業創出 ・育成を支えるハー ドウ
ェァがi整っている
(5)造船,漁 業資材,水 産食品加工な ど海洋関連分野において製造業の集積が
比較的厚い
地域型ベンチャー支援システムの研究(中)35
そこで,函 館高専,函 館市(商 工観光部テクノポリス推進室)お よび(財)テク
ノポリス函館技術振興協会に対 して,数 次にわた り平成9年 度研究成果の説明
会を実施 した。その結果,函 館高専校長より当研究の趣旨と意義に関して理解
を得たので,同 校地域交流委員会の協力の下で平成11年1月に 「函館高専卒業
者対象企業意識調査 アンケー ト」が実現 した。
2-3ア ンケー ト設計
函館高専 は,昭和37年4月,機i械工学科,電 気工学科,土 木工学科(平 成7年
度より環境都市工学科へ改組)の3学 科で開校 し,昭和41年度 に工業化学科(平
成8年 度 より物質工学科へ改組),平成3年 度に情報工学科 を増設し,現在,
5学科体制 となっている。昭和42年3月卒業の第1期 生か ら平成9年3月 卒業
の第31期生までで,合計4,053名の卒業生(機i械工学科1,033名,電気工学科1,033
名,情 報工学科78名,工業化学科 ・物質化学科867名,土木工学科 ・環境都市
工学科1,042名)を輩出している。
アンケー ト設問は,次 の6項 目を設定 した。
項目1:プ ロフィール
高専卒業年次 ・学科,現 住所,家 族構成,持 ち家などについて質問
項 目2:職 歴
現勤務先,職 種,E-mailの利用 などについて質問
項 目3:Uタ ー ン意識調査
Uター ン希望,理 由,障 害などについて質問
項 目4:起 業意識調査
起業希望,ビ ジネスプラン,起業場所,支 援策,相 談先などについて
質問
項 目5:当 研究への興味
項 目6:自 由コメント
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共同研究プロジェク トチームは函館高専 と事前調整を行った結果,こ の4053名
の卒業生のデータベースを作成 した。次に(a)卒業後既に10年以上が経過 してい
る,第1期 生から昭和62年3月卒業の第21期生,か つ(b)最新の卒業者名簿にお
いて,道 外勤務かつ自宅住所が判明している者,と いう2つ 条件の もとでデー
タベースか ら抽出された計841名に対 してアンケー ト調査用紙を送付 した。
2-4ア ンケー ト結果
アンケー トの回答者総数は151名であったので,回 収率は18.0%となった。そ
こで,回 答者151名を母数として,〈Uターン希望者〉および 〈起業希望者〉と
いう2つ のグループ分類を行ったのが表3で ある。
表32つ のグループ分類
有効回答者数151名:100%
起業希望なし15名10%
起業希望不明12名8%
Uタ ー ン&
起業希望
16名11%
Uター ン ・起業 ともに希望せず97名:64%
その結果,全体を100とす ると起業希望者は全体の18%に達し,そ のうちUタ ー
ンも併せて希望する者は全体の11%に達 した。すなわち,ア ンケー ト対象のお
よそ2割 が回答したなかで,そ の2割 が起業希望者であり,かつ1割 が研究第
1段階でわれわれが想定 した 〈Uターン&ベ ンチャー〉の潜在的候補者である
との結論を得た。もしも,この結果を道内国立高専の卒業生全体にあてはめる
と,卒後10年以上の卒業生およそ1万 人の うち2000千人近 くが起業希望者であ
るとの推測を得 られる。だとすれば,そ の うち3%の 起業成功率をかけて も,
お よそ600の製造系ベンチャー候補者を道内国立高専 は潜在的に輩出 している
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こととなる。北海道の未来に希望のもてる推測 といえよう。
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次に,〈起業希望+Uタ ーン希望〉,〈起業希望〉,〈Uター ン希望〉,〈希望なし〉
の4分 類 における各種の個人属性 とのクロス集計をとって,ア ンケー ト結果を
分析 した結果が表4で ある。特 に起業 を希望する2つ の部門は強調のため編掛
け処理を行った。
表4卒 業学科
趨叢 灘 夕
一ン藷灘巷
1趨難のみ錆
墜者
Uタ ー ンの
み希望者
どちらの希
望もない者
合 計
機械工学科 5 2 9 39 55
電気工学科 $ 唱 4 20 30
工業化学科 壽 一 茎 6 7 19
土木工学科 § 藩 8 31 47
合 計 16
『
慧 27 97 151
卒業学科では,起 業 を希望する2部 門の計で各卒業学科 ともにまんべんな く存
在するものの,機 械工学科 と土木工学科が く起業+Uタ ーン〉でやや多 くなっ
ていることが観察 される。
表5年 齢
卒年基準年齢
趨叢 ・慧タ
ーン希璽餐
趨叢のみ希
藻蓉
Uタ ー ンの
み希望者
どちらの希
望もない者
合 計
52歳/昭和42卒 o な 3 8 11
51歳/昭和43卒 心 1 2 10 13
50歳/昭和44卒 1 慧 1 3 7
49歳/昭和45卒 o o 1 7 8
48歳/昭和46卒 孟 o 1 9 11
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47歳/昭和47卒 o 慧 0 7 9
46歳/昭和48卒 o ま 2 8 11
45歳/昭和49卒 ま ¢ 3 1 5
44歳/昭和50卒 ま 1 1 6 9
43歳/昭和51卒 ま 写 0 3 4
42歳/昭和52卒 o ◎ 0 8 8
41歳/昭和53卒 ◎ ◎ 1 5 6
40歳/昭和54卒 荏 ジ 2 1 8
39歳/昭和55卒 1 倉 0 6 7
38歳/昭和56卒 1 倉 2 1 4
37歳/昭和57卒 ◎ ◎ 1 1 2
36歳/昭和58卒 0 籍 2 6 10
35歳/昭和59卒 荏 o 1 3 8
34歳/昭和60卒 o 倉 1 2 3
33歳/昭和61卒 三 ま 2 1 5
32歳/昭和62卒 0 o 1 1 2
合 計 欝 ま圭 27 97 151
年齢(基 準卒業年次)で は,興 味深いことに35歳,40歳,45歳,50歳に起業希
望者の分布が大きいことが観察される。特に35歳が最 も高いことは,就 職 ・結
婚 ・出産 ・マイホーム取得 といったライフサイクルを考えあわせると,子供の
小学校への就学年齢 に達する直前でマイホームの取得 を考え出す時と一致す
る。また,彼 らの親が仮 に平均出産年齢である28歳を加えると63歳=年金受給
開始年齢に一致することから,故郷へのUタ ーン適齢期であるとの仮説が,ア
ンケー ト結果から確認 された。それゆえ,わ れわれのインキュベーション対象
者を 〈30歳代半ば〉 と想定することによって,よ り絞 り込まれたインキュベー
ションの設計が可能 となる。
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表6勤 務 先(従業員数)
趙業 ・Uタ
ーン庸盤麿
趨業のみ矯
盤蓉
Uター ンの
み希望者
どちらの希
望もない者
合 計
50名以下 4 1 4 22 31
500名以下 1 3 5 9 18
5000名以下 7 3 12 33 54
5000名超 4 5 6 33 48
合 計 16 11 27 97 151
勤務先では,起 業希望者は500名未満の中小企業 に極端 に少な く5000以上の大
企業に偏在 していることが確認 される。特に 〈希望+Uタ ー ン〉のうち500名
以上5000名未満の中堅企業に特に多いことがわかる。
表7現 住 所
起叢 ・Uタ
ー ン庸藍者
趨叢のみ希
墾者
Uタ ー ンの
み希望者
どちらの希
望もない者
合 計
東北 箆 1 1 14 18
北関東 e 1 5 7 13
首都圏 欝 ¢ 19 59 94
甲信越 ・北陸 参 ¢ 0 5 5
東海 3 愈 1 7 11
関西 奪 諸 0 4 6
その他 1 1 1 1 4
合 計 驚 ユ1 27 97 151
現住所では,起 業を希望するしないにかかわらず首都圏に圧倒的に居住するこ
とがわかる。 ここで注意を要する点は,本 アンケー トが 〈道外居住者〉に限定
している点である。それゆえ,道 内居住者は調査対象から除かれている。
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表8家 族構成
起叢 ・uタ
ー ン鵜蕪餐
起難のみ潔
欝叢
Uタ ーンの
み希望者
どちらの希
望もない者
合 計
配偶者 ・子供あ り 13 7 19 84 123
配偶者のみあり 工 ・ 窯' 5 8 16
独身 勲 諸 3 5 12
合 計 猫 1工 27 97 151
起業希望者のうち,圧 倒的に 〈配偶者+子 供〉の区分が多 くしめるのは,同 世
代の結婚比率か らみて自然である。
表9持 ち 家
趨藁 ・奪タ
ーン嚢塑者
趨繋のみ庸
塑麿
Uター ンの
み希望者
どちらの希
望もない者
合 計
持ち家あり 護 7 14 84 110
持ち家なし $ 釜 13 13 38
不明 $ o 0 0 3
合 計 1s 1ユ 27 97 151
ここで注意深い点は,起 業希望者に関 していえば 〈持ち家〉の有無は,起 業希
望 と無関係である点だ。ただ し,〈起業+Uタ ーン〉は持 ち家な しの方に多い
のに対 し,〈起業〉のみの場合 は持ち家あ りの方に多いのは自然である。
表10Uタ ーンの障害(複 数回答可)
無業 ・毒タ
ー ン灘 蟹餐
趨業のみ籍
盤麿
Uタ ーンの
み希望者
どちらの希
望もない者
合 計
独立のメド立たず 善 o 4 13 21
生活不安 7
l
a 9 14 30
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勤め先がない 11 王 21 30 63
情報不足 9 倉 11 16 36
収入低下 11 奪 14 24 49
家族の反対 1 倉 7 11 19
現勤務先の反対 彗 a 2 8 15
その他 倉 奪 3 3 6
Uターンの障害についての設問では,起 業希望者のうち 〈起業+Uタ ーン〉で
は,勤 め先がないという消極的理由を除 くと,収入低下 と情報不足が圧倒的な
理由に挙げられている。これは次の設問で もある公的支援制度で も顕著 に表れ
ている。 ここか ら推測で きることは,イ ンキュベーションの設計にあたって,
表11公的支援制度は必要か
起巣 ・uタ
ーン蒲蜷者
漣藁のみ鶉
墾奢
Uター ンの
み希望者
どちらの希
望もない者
合 計
必要 15 警 17 50 91
不要 ・不明 1 譲 6 47 60
合 計 1§ 11 27 97 151
表12起業期間
起業 ・uタ
ー ン薦i塞者
煙業のみ嚢
難緒
Uタ ー ンの
み希望者
どちらの希
望もない者
合 計
1年 ¢ 1 1 4 6
3年 12
撃H撃 摯1撃1
蔓 9 24 49
5年 § 姦 2 9 15
7年以上 1 倉 1 2 4
不明
撃 「1
3 宴 14 58 77
合 計 悠 11 27 97 151
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生活資金 まで考えた合理的で明快 な支援 システムの情報を,全 国に公開するこ
とが極めて重要であることが理解 される。また,起 業希望者における家族の反
対の少なさも特筆できよう。
起業希望者が想定する起業(準 備)期 間はわずか3年 となってお り,われわれ
が当初予想 した5年 と較べてはるかに短かった。これは,高 専卒業者たちが卒
業後に蓄積 した高い技術力 と道外 にけるマーケ ットアクセスが極めて現実的な
ものであると考 えられる。
本章のアンケー ト調査結果を見る限 り,地元工業高等専門学校卒業生を中心的
担い手とするU(1)タ ーンと起業の有機的結合による製造系ベンチャーの創
出は,北 海道の"RegionalAdvantage(地域 の優位性)"を活かせ る形態 とし
て現実的であ り有望である,と の仮説は支持されると言えよう。
3地 域型ベ ンチ ャー ・イ ンキ ュベーシ ョンの新概念
一 企業誘致か ら人材誘致へ 一
3-1企 業誘致から人材誘致へ
(1)地域優位性 とU・1タ ー ン
ー般的に,首都圏で勤務する理工系技術者のなかで北海道出身者のUタ ーン志
向は他地域出身者に くらべてきわめて高いことが各種調査から確認されてい
る。その理由としては(a)人ロ密集 ・高温多湿になじめない,(b)豊かな自然環境
への望郷,な どが考えられる。かえって,北 海道に比べてバブル崩壊以降首都
圏における住宅保有コス トが きわめて高 くな り,生活 コス トが大 きくかさむよ
うになったことが大 きな原因となっていると指摘されている。
そうした点で,道 内中核都市は,バ ブル経済による土地価格上昇か ら取 り残 さ
れて しまったことが,U・1タ ーンの獲得面での 〈地域優位性〉 を北海道にも
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たらした。なぜな ら,北海道の中核都市がバブル現象に見 まわれなかったこと
が,結 果的に首都圏 との土地価格差 を際だたせ,北 海道内での住宅取得を相対
的な有利性を押 し上げたためである。また,国 内におけるポス トバブル経済に
おける強いデフレ圧力 と金融危機は,大 手メーカーの大規模な事業再構築すな
わちリス トラを拡大させ,首都圏における失業者を増加 させている。その結果,
こうした失業者の再就職および新規学卒者の首都圏への就職数は減少傾向にあ
るため賃金上昇 も抑制 されてお り,相対的に道内の 〈地域優位性〉を高めてい
る。
最後に,従 来から北海道 に手厚 く配分されてきた国内公的投資の長期的減少傾
向や都市銀行破綻 による地域経済への強い危機感は,北 海道における民間ベ ン
チ ャー育成の機運を盛 り上げている。こうした支援策の多 くは,地 方に優先的
に配分 されることが多 く,首都圏に くらべ比較的少数の競争で公的支援を受け
やすい状況にある。これもまた,北 海道の く地域優位性〉に貢献 しているとい
ってよいだろう。
(2)企業誘致から人材誘致へ
道内中核都市には,東京 と直接結ばれるジェット空港,ISDNに代表される高
速光 ファイバー通信網,低 廉iな臨空型工業団地と住宅地,国 立工科系大学や工
業高等専門学校,降 雪産業高度化支援施設,が すでに存在している。これ らの
地域優位性を有機的に結びつけたハー ドとソフトのぞなわった く地域型ベ ンチ
ャー ・インキュベーション〉ができれば,国 内製造系企業による大規模なリス
トラが進行中の現在,道 内出身理工系人材の移住最初の受け皿 となろう。
誘致 した人材が既存の地域経済の枠組みである地場企業に再雇用 されること
も,地場企業の中長期的な技術高度化といった面で多大な貢献を果たすであろ
う。だが,す でにで きあがった組織風土に自らを慣れされるためには,多 大な
時間と労力を要する。それよりも,誘致 した理工系の人材 に くベ ンチャー企業
44 商 学 討 究 第52巻第1号
家〉として自立するために必要な 〈ビジネス教育〉 と,よ り具体的な 〈企業設
立 と運営の手法〉を伝授 しさえすれば,地域型ベ ンチャー企業の創出がスピー
ドアップすることは,米 国の1980年代における経験が証明 している。
3-2な ぜ,道 外マーケテ ィングなのか?
人材誘致は道外マーケティングに貢献する。なぜなら,道外でそれまで職業経
験をつんで きたものなら,道外の市場構造を既に知っているか らである。
(1)域際収支における赤字
北海道は域際収支面で2兆4千 億円の赤字を抱 えてお り,それは道内総支出の
およそ13%にあたる。 ところが,そ れを補って余 りある公的支出が中央政府か
らの補助金 として北海道に手厚 く投入 されているため,現 在 までは県民所得で
国内中位水準を維持 してきた。 しかしなが ら,今後は社会の少子高齢化が進み
社会保障費用が増大するなかで,税 収は長期的に減少するため北海道地域への
従来通 りの手厚い公的支出は望むべ くもない。その結果,域 際収支の赤字を縮
小 させない限 り,公的支出の減少は不可避的に道民所得の減少を招 く。
結果的に,道 内GDPはマイナス成長が当た り前 となるため,税 収が減少 して
財政赤字が拡大 し,地方税率 を上げない限 り公共事業等の財政規模 と公務員の
大幅縮小は避けがたい。だが,そ れは 〈官依存型体質〉といわれる北海道経済
にける成長要因を直撃し,さ らに経済成長を悪化 させる。このようなスパイラ
ルな経済成長の悪化に対処するためには,域 際収支の赤字幅を縮小させること
に尽 きるが,そ もそ も製造業が弱 くサービス業 に過度に依存(GDPの73%)
す る北海道地域において,域 際収支の赤字幅を縮小 させるために移輸入水準 を
落とす ことは,直 ちにGDPの6割 をしめる民間最終消費支出の減少と流通部
門をはじめとするサービス産業の衰退をもた らす。それを避けるための唯一の
手段 とは,移 輸入に均衡する水準に達す るまで北海道か ら他地域への移輸出を
増やすことしかない。
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(2)コス ト競争力
前回の報告論文 「地域型ベ ンチャー支援 システムの研究(上)」において,道
内中核都市(函 館,苫 小牧,釧 路,旭 川)の 場合,国 内はもとよりアジァ諸国
と比較 しても製造系 コス トにおいて高い競争力が存在することがわかった。こ
れ らの地域において,少 数ではあるが固有の高い技術力を有 し道外マーケティ
ングで成功をおさめる製造系ベンチャー企業が実際に存在 し,か れらの利潤率
が きわめて高いことも確認 された。なぜ なら,これらの道内地方中核都市では,
製造系企業にとって決定的なコス ト要因となる 〈土地価格=レ ンタルコス ト〉
および 〈人件費=レ イバーコス ト〉が絶対的に安いか らである。そのため,そ
の地で開発製造された受注製品が,首 都圏 と同じ価格で販売された場合,同 地
域の同業他社に比べ圧倒的な低 コス トを実現できるためである。
日本国内においては従来,土 地を担保 とする資金調達が一般的であったため,
土地価格の高騰がもた らす レンタルコス トお よびレーバーコス トの上昇による
高コス ト化 という弊害は看過 されてきた。だが,生 産物が国境を越えて取 り引
きされる時代に入って,土 地価格の水準は製造業にとって決定的なコス ト要因
となりつつある。他方,為 替要因と所得要因によって,絶 対地代が安い発展途
上国へ と製造現場がシフ トす ることは,国 内製造業の空洞化を1980年代前半の
米国や後半の 日本にもた らした。そうした意味では,た とえ国内他地域 と比べ
れば安 くとも,世界全体で見れば土地 コス トや労働コス トにおいて北海道は競
争力を持ち得ないというのが定説であった。だが,実際には 〈超精密金属加工〉
や 〈食品加工 ロボッ ト〉 〈半導体製造装置〉 といった分野において,技 術力に
おいては首都 圏の大手メーカーと変わらず製造 コス トは半分程度の製造系ベン
チャー企業が,地 方中核都市 に数多 く育っている。
(3)道外マーケティングの重要性
たとえば,一 機数百億円する人工衛星 を構成する重要部品や,小 型軽量安価 な
GPS・携帯電話などに使 われる部品金型,ま た,0157等の食中毒に対処すべ
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く食品加工工場 における全面的なロボ ット化などは,多 少品質が劣っても安 く
て大量生産できればいいという分野の対極にある製造業である。だが,現 実に
は,こ のような少品種 ・少量の生産体制を維持することは大企業にとってきわ
めて重荷 となりつつある。その結果,大 手メーカーにとって,シ ステムの一部
または全部をシャーシ ・ケースのみ自社ブランドとして中身は設計開発か ら納
入据え付 けお よびアフターメインテナンスまで任せ られる,高 い技術力があり
かつ低 コス トな中小企業に対する需要はむしろ増大 している。
もとより大手メーカーは技術力のある中小企業 に対 して,単 位コス トあた りの
技術力に関 して生産を委託 しているのであって,古 典的な資本支配や会社囲い
込みをすることを目的 としていない。それゆえ,そ の関係は支配 ・被支配 とい
った従属関係ではな くむしろ相互補完的なパー トナーシップに近い。それゆえ,
系列化は発生 しえず大手メーカーか らの人の派遣 もない。たとえそうした くて
も資本力はもはやな く,出向者に対する給与補填 も不可能になりつつある。た
だ し,かつて勤務 した経験を有し,ベ ンチャービジネスとして独立 したのちも
昔の仲間と良好な関係を維持 している場合が多い。
このようなベ ンチャー企業にとって,現 在の驚異的な 〈インターネット〉の発
展 はもっとも有利なマーケティングプラッ トフォームとなっている。つまり,
インターネ ットを介 して大手メーカーの営業部門とベ ンチャー企業の設計開発
部門が リアルタイムで設計図等の逐次修正を行える結果,従 来,日 参 していた
営業担当者の相手事業所訪問回数を激減 させ,さ らにまた企画提案,契 約,納
入などは地方ジェット空港を用いた頻繁かつ機動的な道外出張によって十分対
応可能 となっている。それゆえ,道 内企業による旺盛な道外マーケティングこ
そが,北 海道の移輸出力を高めて持続的なマクロ成長をささえる重要な経済 目
標 とな りつつある一方,個 々の道内中小企業にとっても利潤率の大 きい販路拡
大に絶対的に有効かつ不可欠な経営戦略なのである。
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3--3な ぜ,製 造系コア技術 なのか?
(1)成長と発展
イノベーション理論の始祖である理論経済学者 シュンペータの主著 『経済発展
の理論』によると,すべての く経済発展〉は,所 得や人口といった単なる量的
な経済規模の増減 を意味する 〈経済成長〉 とは,完 全に区別 して考えられるべ
きものと主張する。 なぜなら,旧 ソ連の農業経済学者コンドラチェフが明らか
にした,固 有技術の誕生か ら成熟 ・衰退 にいたる50数年問におよぶ長期波動の
存在によって経済成長が停滞に陥った時,「企業家」による既存の生産手段の
組み替えが行われ,(a)新技術,(b)新商品,(c)新原料,(d)新組織(e)新販路,が
生み出された経済は新たな発展段階に達すると,シ ュンペータは考えたからで
ある。
有力地元銀行の破綻消滅を国内でいち早 く経験 し,中央省庁再編 によって北海
道開発の要 ともいえる北海道開発庁が消 えた今,北 海道経済 を新 たな発展段階
に導 くためには,シ ュンペータのい う く新結合〉が北海道経済に不可欠なこと
は説明するまで もない。そのためには,少 数の天才的な技術者 よりも,む しろ
異なる既存技術の組み替えを遂行 して新たな新市場を創出可能な 「企業家」が
多数必要である。こうした 「企業家」がどのような製品=プ ロダクツを市場 に
投入するかによって,企 業家のバックラウン ドは規定される。
(2)財の移輸出
3-1で 述べたとお り,現在の危機的な北海道が抱 える固有の問題点である〈域
際収支の大幅赤字〉を解決するためには,北 海道から大幅な移輸出を増加 させ
なければならない。その方法は(a)競争力のある 〈財〉を移出する,(b)競争力の
ある 〈サービス〉を移輸出する,(c)国内外の観光客 をさらに誘致する,の どれ
かを拡大させ る必要がある。だが,北 海道が首都圏より遠隔地にあるため,在
庫のできない商品である 〈サービス〉を移輸出することはほとんど望めない。
また,観 光客 も十分す ぎるほど流入 している。だとすれば,生 産時点と消費時
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点に差が作れる く財〉の移輸出が もっとも望ましい移輸出商品となる。こうし
た財を商品として首都圏市場 に投入するためには,そ の財が世界的な技術水準
に達 している必要がある。なぜなら,高 コス トで円高の日本市場は,技術水準
において世界的な水準に達 していない限 り国産品で競争力を維持することは不
可能に近いか らである。それを可能 とするするコア技術を,北 海道はどのよう
に蓄積 して開発すればよいのだろうか。
技術は本来 「人材」に蓄積す る。それは現在までのところコンピュータのソフ
トウェア上で発展するものではないし,ま たハー ドが進化す るコンピュータも
実用化されてはいない。つまり,人 間がすべての技術 を生みだし,製 品開発に
応用するのである。そして,技 術蓄積のなかった地域 に人工的に高度な技術発
展段階を生み出すことが,全 く不可能ではないことを歴史は証明している。た
だ技術を蓄積 した人材が集積 されればよいのである。こうした例 は,い くつか
の技術発展史をみれば明確に確かめ られる。
たとえば,ペ リーが来航 した1853年以前の日本には蒸気機関を動力源 とする船
舶は存在 しなかった。 しか しながら,日 露戦争の日本海海戦(1905年)では旧
海軍の戦艦 をのぞ く巡洋艦以下の補助艦艇の幾隻かは国産であった し,その後
の太平洋戦争 におけるミッドウェー海戦(1942年)では,旧帝国海軍の連合艦
隊に所属するすべての巨大空母 ・戦艦は蒸気タービンエ ンジンも含めて国産で
あった。つ まり,船の原材料である鉄鋼や機械の国産化に,日本 はわずか1/
3世紀で成功 したことになる。
さらに,自動車産業の発展 も未成熟であったにもかかわ らず,第 二次大戦直前
で世界最高水準の航続距離 ・高速度 ・旋回性能を示 した 「三菱製 零式艦上戦
闘機」は,純国産化 した 「住友金属製 航空機用スーパージュラルミン」や 「中
島飛行機製作所製 栄21型発動機(航 空機用空冷エ ンジン)」「横須賀海軍工廠
製 一式20mm機i銃」 といった超高度精密機械技術の集合体であった。航空機i
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は,現在でも精密機械技術(お よび電子エ レク トロニクス技術)の 粋である工
業製品である。満足 な自動車す ら国産化で きなかった1930年代か ら40年代 にか
けての戦前期において,世 界最高水準の航空機 を日本が開発生産で きた理由は
たった一つしかない。すなわち,欧 米 に直接留学し,ま た欧米か ら招いた技術
者のもとで必死に学びなが ら,国 内への技術移転 につ とめた多数の く技術者〉
集団 と,彼 らを強力 に育成保護 した く政策〉の結果であった。
つまり,技術集積は 〈輸入〉 と 〈模倣〉か らはじまり,後にはきわめて短期間
で 〈消化〉され,〈蓄積〉 し,〈開発〉 されたのである。ゆえに技術は人材 によ
って移転 される。
(3)北海道への コア技術移転
ふたたび目を北海道 に転 じてみると,大幅な域際収支の赤字解消を可能とする
道外移輸出を支える 〈コア技術〉をどのように道内に定着発展 させてゆけばよ
いのだろうか。その答えは身近に存在する。答えは,十分な技術 トレーニング
を受けた 〈人材〉の道内への積極的な 〈誘致〉にある。ここで意味する技術 ト
レーニ ングとは,単 に理工系高等教育機関においてエ ンジニアの卵 としての教
育訓練を意味するのではな く,それを前提 とした く企画〉〈設計〉〈開発〉〈製造〉
〈品質管理〉について,そ の全てまたはその一部の領域について企業組織内で
オンザジョブ トレーニングを受け,業務 として遂行 してきたことを意味する。
そうした意味で,少 な くとも北海道に生 まれたか,も しくは何 らかの理由で北
海道に居住することを希望する技術者が,道内に移住してその得意とする技術
を体現する製品の商品開発に従事することは,す なわち 〈コア技術〉の道内移
転 と同義である。 しかも,戦 前期の日本 と異な り現在の北海道は,通信 ・エネ
ルギー ・物流などのインフラが くまな く整備されてお り,国際港湾 と国際空港
があってルー トに制約はあるものの全世界に向けた輸出も可能な状態にある。
さらに,未 曾有の国内景気不況の下で投資の源泉たる国内貯蓄はだぶつ き,金
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利は世界の どの地域 ・国よりも低金利 ・低インフレ状態にある。つまり,企業
活動の根幹である設備投資の前提条件はすべて満たされている。
残された課題は,こ うした 〈コア技術〉を蓄積 した 〈人材〉をどのようにして
道内に移住させ,技 術移転 を進めるかである。それが,本 論の課題である 「地
域型ベンチャー」創 出の具体的方法へ とつながる。
3-4北 海道の地域優位性
(1)A・サクセニアン博士の問題提起
A・サクセニアン博士 は,UCLAに提 出した博士論文において 「なぜベ ンチ
ャー企業 は,東 部のボス トン周辺ではな く西部のシリコンバ レーに育 ったの
か?」 という疑問に対 して,〈地域優位性〉 とい う概念を提示 している。すな
わち,東 部の大企業が首都 ワシントンDCに も近 く,巨大な公的投資である軍
事研究プログラムにも参加 しやす くまたそれを好んだのに対 して,シ リコンバ
レー周辺にはそのような機会に恵 まれず,周 辺産業 も育っていなかったために
HPに観 られる大学周辺部におけるハイテク型ベンチャー企業 しか可能性がな
かったこと,を 地域の不利ではなくかえって有利な条件 としてとらえている。
サクセニアン博士が言 うように,北 海道地域は,(1)中央政府から遠いため,政
府調達や産業政策補助などを多 く期待で きない,(2)周辺に産業 コンプレックス
が形成 されていない,(3)頼りとなるのは知的資源(大 学)と 豊富な知的労働力
(U・1ターン技術者),といえよう。その結果,イ ンフラが十分整った北海
道は,は じめから貧困な域内市場 を前提 としないグローバル戦略(コ 道外マー
ケティング)を 前提 とした数名から出発するベ ンチャー企業による挑戦 しか,
たぶん成功の見込みはほとんどないだろう。
(2)人材面での地域優位性
少子高齢化する社会において供給量が減少する 〈良質な理工系人材の確保〉と
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いう面で,ま た低コス トな工場建設の基本前提である低廉 な土地 コス トという
面で,北 海道地域の優位性 は潜在的に上昇 している。なぜ ならば,長 年,製 造
メーカーで生産技術を蓄積 した中高年技術者が労働市場で再就職を得 ようとし
ても,年齢給 としての一定水準の賃金を中小企業はオファーできないために再
就職はスムーズに運ばない。その結果,意 図せ ざる失業は,大 企業のリス トラ
が進行 し早期優遇退職が拡大 している。だが,北 海道ではそもそ も不動産取得
をはじめとするあ らゆる生活コス トが安いため,中 小企業が出 しうる賃金水準
(大企業のお よそ60-70%)でも実質可処分所得 は意外に低 くならない。その
ため,そ もそも北海道出身の技術者の場合,故 郷にUタ ーンして親世代 との2
-3世代同居,または近隣iでの居住のメリットまで考えあわせると,首都圏大
企業を辞めてから道内への転職による給与ダウンはそれほど大きな生活水準の
低下をもた らさない。
加えて,道 内製造系ベ ンチャー企業の経営者が地元国立高専の出身者であった
場合,人 材獲得面で2重 のメリットが発生 している。すなわち,(1噺たに獲得
したい技術 をすでに保有す る一流の技術系人材を高専OBネ ッ トワーク人脈の
中か ら見つけだし,転職に向けた説得 を行うことはきわめて容易であること,
(2)成長を始めた事業分野 における新規採用面で,OB企 業 として母校 にリク
ルー ト活動を行 うことは母校教官ならびの父兄の双方か ら大歓迎されるため,
多額のリクルー ト費用 と予測不可能な人材採用 リスクを大幅に低減 した確実な
新規卒業者の採用が可能になること,である。
(3)コス ト面での地域優位性
企業経営の 〈コス ト〉面でも,北海道地域の く地域優位性〉は非常に増 してい
る。「地域型ベ ンチャー支援システムの研究(上)」で も明らかにしたとお り,
国立高専所在地にあたる道内中核都市(函 館,苫 小牧,釧 路,旭 川)で は,土
地コス ト,工業用水 コス ト,交通コス トなどで,国 内4都 市(仙 台,横 浜,大
阪,福 岡)は もちろん,ア セアン7力 国との比較でも相対的または絶対的に安
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価であることが確認 されている。
た しかに,未 熟練労働力を集約的に用いる産業において道内中核都市が国際競
争力を失っていることは,為 替レー ト面か らいっても明白である。 しかしなが
ら,設計開発か ら独 自部品の内製化,相 手先への直接納入 とその後のアフター
メインテナンスまでを,大手メーカーがベ ンチ ャー企業にすべてアウ トソーシ
ングする場合,東 南アジアの現地メーカーに全面アウ トソーシングすることは
非現実的である。 これ らの国における最大のボ トルネックは,理 工系の良質な
エンジニア不足にあ り,せっか く日本企業が育てたエンジニアのジョブホッピ
ング(高給 目当ての転職)は2-3ヶ 月単位で発生することは日常茶飯事であ
る。それゆえ,大手メーカーの第一線技術者が転職して働 く道内ベ ンチャー企
業のコス ト競争力は,一 部の台湾や韓国の大手メーカーをのぞ くとアジアのな
かで絶対優位 にある。
加えて,国 内製造業にとっての唯一のアキレス腱である 〈高 コス ト〉の主たる
要因は,土地価格の高さか らくる 〈労働コス ト〉および 〈工場用地取得コス ト〉
である。 しかし,土 地単価が5万 円/坪 を下回る道内中核都市 においては,こ
れは問題 とならない。コス ト面 における残 された問題点は く物流コス ト〉であ
るが,重 量あた りの付加価値が高い製品であれば,物 流コス トは相対的に低下
する。たとえば,ア タッシュケースで運べる10センチ*2セ ンチ角の超精密金
型部品の場合,そ の単価は10万円/個 にも達する。これはセールス担当者が出
張で一度に数十個個運べる重量 と容積であ り,もちろん1500円程度の宅配便に
よる輸送 も可能である。また,一 機2000万円程度する食品加工機械の輸送は,
通常 トラック&フ ェリーによる国内輸送であ り,そのコス トは首都圏まで20万
円/台 程度である。2000万円する受注機械 にしめる輸送費1%は,は たして高
コス トといえるだろうか?
つまり,人材面およびコス ト面で,道 内中核都市 に立地する製造系ベ ンチャー
地域型ベ ンチ ャー支援 システムの研究(中) 53
企業には,国 内はもとよりアジア各国 と比べても北海道の 〈地域優位性〉は存
在することが結論で きる。次章では,こ うした 〈U・1ター ン&ベ ンチャー〉
を受け止め,か れらにベ ンチャー創業期までに必要 とされる支i援プログラムを
提供可能な く地域型ベ ンチャー ・インキュベーション〉の設計を行 う。
4イ ンキ ュベーシ ョンの設計
一 人材誘致に求められるハー ドとソフトー
4-1海 外参考事例:台 湾 「新竹サイエンスパーク」
インキュベーションの参考事例として,は じめに海外のベンチャー ・インキュ
ベーションに関する調査結果を報告する。共同研究プロジェク トチームは,平
成10年2月に米国シリコンバレーを,平 成10年9月に台湾新竹サイエンスパー
クを,平 成11年3月に国立 シンガポール大学における現地視察お よびインタビ
ュー調査 を実施 した。シリコンバ レーの実状は,こ れまでにも多 くのメディァ
ならびにA・ サクセニアン博士の著書のなか詳細に語 られているため,こ こで
は北海道にとって特に参考になると考えられる〈台湾:新 竹サイエンスパーク〉
を取 り上げる。
1970年代 までは典型的な軽工業と農業が主力産業であった台湾は,1980年代以
降の台湾型産学官連携によるエ レク トロニクス産業の発展 によって全世界にお
けるパ ソコンモニターシェアの60%をもつに至 った。その背景には,い かなる
要因が存在するのだろうか?1980年代に入 り新総統を迎 えた台湾政府 は 「台
湾を一大ハイテク産業国家 にする」 という決定を行った。そのため,首 都の台
北から高雄に向かう列車で1時 間圏内に(お およそ東京 と筑波の関係)に ある
新竹(シ ンチュウ)市 に国立の く新竹サイエンスパーク;約6000ha,7万人
の雇用〉を建設 した。新竹サイエ ンスパークは,以 下の3つ の 目的をもって建
設された。すなわち(a)外国企業の受け皿,(b)流出人材の環流を図る受け皿,(c)
国内技術の高度化 と定着のための拠点,で ある。
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そして,こ れ らを実現するために2つ の 〈国立工科大学〉,半官半民組織 であ
る 〈(財)工業技術院〉,および完全国有形態の銀行 ・ショッピングセンター ・
幼稚園から高校 まで所有す る 〈工業団地〉が,完全に有機的に結合 されている。
驚 くべ きことは,そ の規模ではなく,念入 りに計画された く戦略的産学官連携
システム〉にある。これ ら3つ の産学官ハー ドウェアは互いに競合せず,連 続
的に連携する領域を共有 している。すなわち,(a)大学は人材の供給 と科学研究,
(b)工業技術院は企業化前提の開発試作 とビジネスインキュベーション,(c)国立
工業団地は工業技術院で工場操業段階に入った企業の立地場(地 元ベ ンチャー
および外国企業進出)を 担 う,とい う産学官連携である。
〈工業技術院〉
台湾における産学官連携は,〈科学〉 と 〈技術〉を戦略的に分離することが大
きな特徴 となっている。〈科学〉は大学の重要な機能である。だが,〈技術〉と
は開発するものであって,明 確な期限プロジェク トと大量の資金と人材を集中
的に投入 して成功す るものである(工 業技術 院長 林博士)。それゆえ,工 業
技術院では基礎的な研究(論 文作成など)を 全 く行わず(そ れは隣iの工科大学
の役割),製品の開発試作のみが行われる。その意味で,工 業技術 院は政府か
ら完全 に独立 した半官半民の財団として,政 府か らの大量の研究資金を導入 し
て半導体製造やパソコンなどの大型 プロジェク トに関する全面委託を受けてい
る。資金の使途は工業技術院側 に完全に委ね られてお り,プロジェク トメンバー
は期限とともに政府に報告義務がある。その結果,プ ロジェク トの成否は明確
である。プロジェク トのメンバーは,主 に工業技術院の研究員によって構成 さ
れ,ほ かに外部民間企業からの参加や隣…の工科大学大学院の学生および教授 も
多 く参加する。技術院のマネージャーは成果を出せば昇進 し,失敗すれば解雇
される。
プロジェクトが終了すると,それ らの開発試作過程で購入 された製造装置(ほ
とん どが日本製)の 償却が終了する。そ して,成 功 したプロジェク トは速やか
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に事業化されなければな らない。その結果,プ ロジェク トメンバーは,退 職す
るか工業技術員のマネージャーとして残 らない限 り,事業化 した企業=院 内ベ
ンチャーの社員へ と自動的に身分が変わる。当然,償 却のおわった生産設備 は
彼 らの社有設備となるかわ りに工業技術院に入居家賃を支払わな くてはならな
い。 また,工 業技術院内部には 〈インキュベーションセンター〉が設置されて
お り,レ ンタルラボが多 くのベ ンチャー創業直後の企業に3年 間貸し出されて
いる。さらに,こ れ らの企業に対する くベンチャーキャピタル〉制度もあり,
年間数社へ5000万円程度の出資(無 担保で融資ではない)が 行われている。 さ
らに,国 内100社をこえる民間VCが,有 望な企業発掘のために同センターに
日参 している。大学教授 も企業化 を前提 とする技術開発やベ ンチャー起業にも
関わっているが,そ の場合 は,大学 と工業技術院問での 〈兼任〉 または技術院
への 〈転職〉によって,大 学外で行 っているようである。
工業技術 院の公用語は英語および中国語であるが,多 数の米国 ・日本の大学院
工科系修士 ・博士課程修了者がマネージャーを務め,英 語による技術開発等で
何 ら問題がない(職 員の英語能力については,現 地高校卒業程度のアシス タン
トも同様 に流暢だった。)
〈国立工業団地〉
工業技術院での試験生産 とサ ンプル出荷が軌道に乗った(3年以内)ベンチ ャー
企業は,隣iの工場団地に移転 して工場生産を始める。 このとき注 目すべ きは,
電力供給から高速デジタル通信ネッ トワークまで完備 した工業用地を,〈用地
+建屋〉で も 〈用地のみ〉でも,一律4000円/平米の レンタル料金で貸 し出す。
つまり,自社工場 を建設 しても用地は国有地のままであ り,建屋を含めた国か
らのレンタルであればベ ンチャー企業の工場建設に伴 う初期投資はほとん ど発
生 しないように設計されている。
工業団地は全 く独立 した国営事業で,敷 地中央部にある 「管理局」では,土 地
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造成から光ネットワークを含むインフラ整備,学 校運営,貿 易関税業務にいた
るすべてのサービスが ここで企画運営で きる。工場用地管理に加 え,敷地内に
は,高 層マ ンションが建ち並び,学 校,銀 行,シ ョッピングセンター,公 園な
どが計画的に配置されている。そこでのモッ トーは 「顧客(入 居企業)に 尽 く
せ」である。 しかも,学校 は,完全 に英語で授業が行われる幼稚園か ら高校 ま
でが国によって運営されているため,米 国シリコンバ レーなどから帰国した台
湾人および現地に進出した海外企業従業員 も安心 して子供の教育 を任せ られる
システムとなっている。その結果,サ イエ ンスパークにおける海外か らの引き
上げ台湾人お よび外国人の居住者数は1万 人近 くに達 している。
台湾におけるベ ンチャー ・インキュベーションのハー ドは,意 図的にシリコン
ウェファ,半導体集積回路,コ ンピュータ周辺機器,な どのハイテク分野にお
ける 〈開発〉〈試作〉〈量産〉が事業化 に向けたプロセス上で展開す るように注
意深 く設計されている。そして何 より重要な点は,台湾が米国や 日本か らどん
欲に先端技術を導入 し,産業化させるためにとった方法 こそが,優 秀 な く人材
の還流〉ない し 〈人材の誘致〉であった。 これらを戦略的な産学官連携システ
ムの受け皿である 「新竹サ イエンスパーク」に集中させ企業化を急いだことこ
そが,今 日の繁栄を築いた主たる成功要因となっている。
次なる課題は,北海道で高専卒業技術者による 〈U(1)ターン&ベ ンチャー〉
をいかにして成功 させるかである。
4-2高 専卒業生が求める支援内容
2で行った函館高専卒業生に対する起業意識調査アンケー トの中で,「支援制
度の優先順位」に関する設問で,〈起業+Uタ ー ン〉が回答 した上位3位 の回
答頻度 を合計すると,以下の通 りであった。
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表13「 起業かつUタ ーン希望」回答者(16名/設問全員回答)
順 位 上位4位頻度 回 答 項 目
1位 13(30%) 事業資金
2位 9(21%) 事業化までの生活支援
2位 9(21%) 人材
4位 7(16%) マーケティング
5位 3(7%) 経営ノウハウ
6位 1(2%) 事業計画作成支援
6位 1(2%) 技術
圏 外 0(0%) イ ン キ ュ ベ ー シ ョ ン
圏 外 0(0%) その他
総 数 43(100%)
上表 をみてもわかるとお り起業支援策のニーズは一致 している。すなわち,上
位3位 は 〈事業資金〉〈生活支援〉お よび 〈人材〉である。これか ら考えても,
資金面でのベ ンチャーに対する地元での支援策の充実と,人材面での既卒 ・新
卒を問わない人材供給の宝庫 ともいうべ き母校 ・高専の存在の重要性が理解 さ
れ る。以上 をベ ンチャー ・インキュベーションのハー ドウェアとして認識す
る 。
また,4位,5位,お よび6位 については,後 に説明するインキュベーション
施設が提供すべ き創業者へのサービス として位置づけられる。 これらのUタ ー
ン技術者に対するビジネス理解のための教育 ・事業化支援が地域型ベンチャー
創出にとって急務の課題であることは言 うまでもない。なぜなら,企業は技術
を有する人間が創るものであって,人 間の情熱と努力なしに起業はあ り得ない
か らである。それゆえ,以 上の支援サービスをベ ンチャー ・インキュベーショ
ンの ソフ トウェ ア として認識す る。
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4-3立 地
(1)立地条件
前 回の報告論文 「地域型ベ ンチャー支援 システムの研究(上)」から,北 海道
で く地域優位性〉を活かすために求められる地域型ベ ンチャー ・インキュベー
ションの立地条件は,以 下に述べる(a)から(h)までの8項 目であることがわかっ
た。これらのうち,(a×bXc)は製造系ベ ンチャー企業 にとっての く必要条件〉で
あ り,(d)と(e)はU・1ターンを実行す段階で家族 を説得 し満足 させるために不
可欠な 〈生活環境〉である。 また,(f)(gXh)は,それぞれ絶対的な必要条件では
ないものの,ベ ンチャーの地域 における発展を考えた場合の 〈十分条件〉であ
る。
〈必要条件〉
(a)理工系高等教育機関(国 立工業高専)が 近隣に存在すること。
(b)首都 圏と直接結ばれるジェット空港が車で10-20分圏内にあ り,取得費用
が低廉であること。
(c)インターネッ ト等の高速通信インフラとそのアクセスポイントが地元に存
在すること。
〈生活環境〉
(d)住宅地が企業立地点から近 く,取得費用 も低廉iであること。
(e)小学校 ・中学校が近隣iに所在することと,良質な高等教育機関への進学環
境が通学圏内に立地すること。
〈十分条件〉
(f)地元自治体の企業立地担 当者が熱心かつ親身であること。
(9)財務体質の強固な地元信金本店が地元に存在すること。
(h)公的試験研究機関が近隣に存在すること。
はじめに 〈必要条件〉についてだが,(a)国立工業高専は,函館,苫 小牧,釧路,
旭川の道内中核4都 市に所在する。 さらに,(b)ジェット空港 は,上4都 市にそ
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れそれ函館空港,千歳空港,釧路空港,旭 川空港が存在する。次に 〈生活環境〉
では,道 内中核都市における住宅土地実購入価格は10万円を大きく下回る水準
にある。最後に 〈十分条件〉であるが,ベ ンチ ャー企業が成長軌道にのると地
元信金の存在感は大きい。幸い,函 館,苫 小牧,釧 路,旭 川の各信金は道内で
も自己資本率が高い優良金融機関としての評価を得ている。 また,公 的試験研
究機関については,ベ ンチャー企業が創業期を経て次の発展期に入る頃,独 自
の研究開発部門をもたないベ ンチャー企業は公的試験研究機関とのパー トナー
シップを有効に活用 し始める。ベンチャー企業にとっての 〈研究開発部〉 とし
ての役割が今後 も期待 される。
(2)想定地 点
高専OBに よる 〈U・1タ ー ン&起 業〉 の受け となる施設 の想 定地点 として,
共同研究 プ ロジェク トチー ムは,(a)函館 の 「函館市 産業支援 セ ンター」 お よび
(b)旭川 の 「旭川 リサーチパ ー クセ ンター」 を想定 した。
〈第1の 想定理由〉
函館 と旭川は,と もに 〈必要条件〉 としての国立工業高専(函 館高専,旭 川高
専),ジェット空港(函 館空港,旭 川空港)と低廉な臨空型の工業団地をもち,
高速通信インフラを完備 している。
〈第2の 想定理由〉
両地域は,〈十分条件〉 として熱心な地元 自治体 と,有力 な地元信金本店(函
館信金,旭 川信金)が 存在するからである。公的試験研究機関としては,上 の
2つのセ ンター自体がそれを意味しているし,理工系大学 として,函 館には北
大水産学部,旭 川には国立旭川医科大学が立地 している。
それで は,こ の ように恵 まれ た立 地条件 にあ る既存 の2セ ンターは,現 在 どの
よ うなハ ー ドウェ アを有 してい るのだ ろ うか。 その詳 細 は,『CBCDiscussion
PaperSeriesNo.54』の第 章 に詳 しい。
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表14函 館および旭川のインキュベーション施設ハー ド比較
函館市産業高度化センター 旭川 リサーチセンター
設 立 時 期 1998年 1995年
設 立 目 的 研究や製品の開発に適した創造
的な環境を備えた 「函館テクノ
パーク」の研究 ・創業支援施設
として,特色ある企業創出と地
域産業の発展に資する。
旭川地域の産業の高度化や旭川
リサーチパークに進出する企業
の活動を支援する。
運 営 主 体 側)テクノポリス函館技術振興
協会
㈱ 旭川産業高度化センター
建 物 面 積 1059㎡ 5535.2㎡
イ ンキ ュ ベ ー
シ ョ ン ル ー ム
8室(現在4社入居) 7室(現 在7社 入居)
入 居 基 準 原則3年(最 大5年) 原則3年(継続可)
室 料 1800円/面(50㎡)
500円/㎡(100㎡)
2500円/㎡
共 益 金 実費 1000円/㎡
職 員 数 3名 16名
両 インキュベーションを比較すると,建物全体では旭川が函館の5倍 近い規模
があ り,職員 も3名 に対 し16名と5倍 以上の配置がなされている。他方,賃 貸
料共益金 を含めて函館 は,旭川のおよそ半分以下 と予想される。そのコス トは,
インフラ等の比較 もふまえなければ単純には比較できないものの,台 湾のケー
スでは0.4万円/㎡ であることを考 えると,両 施設 ともに十分 な国際競争力を
有 していることがわかる。 しかしなが ら,入居後3年 を経た後,近 隣の 「函館
テクノパーク」または 「旭川 リサーチパーク」における用地分譲価格がそれぞ
れ,函 館4万 円/㎡,旭 川2.4万円/㎡ であるから,ベ ンチ ャー企業が実際に
操業生産に入った時点での初期投資費用は,台 湾 と比べ ものにならいほど大 き
い 。
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以上から,函館 と旭川における施設がインキュベーションとしての条件 にほぼ
適合することが確認された。残された課題は,実 際にベ ンチャー企業が独 り立
ちするには,ど のような課題が残されているかを明 らかにすることである。つ
まり,問題は我々が想定 した 〈U・1ター ン&起業〉にとってこれ らの施設の
ハー ド設計が使いやすい ものとなっているか,と いう点に絞 られる。
4-4ハ ー ドウェアの設計
地域型ベンチャー ・インキュベーションのハー ド面を,外部環境と内部環境 に
分 けて設計する。
(1)外部環境
インキュベーション施設を設計する際に,初 めに考えるべ き点は外部環境であ
る。ベ ンチャー創業は極めて知的で困難な事業である。それゆえに,周辺の環
境条件は入居者の士気 を高め,か つ現実的に利便性が確保されているという点
で,イ ンキュベーション施設の成否を決定的に左右する。加えて,入 居者予定
者の家族に対する配慮 も極めて重要である。なぜなら,われわれが想定する入
居者 は,既 に社会に出て15年経過 し家族を有するU・1タ ーン技術者だか らで
ある。
表15地 域型ベンチ ャー ・インキュベーションの外部環境
市中心地および国立高専から車で30分圏内
ジェッ ト空港か ら車で10-20分圏内
生活支援 インキュベーション入居者 に対する生活支援 として,イ ンキュベー
と住環境 ション施設の臨時職員(年 間更新で最大3年 まで)と して雇用する
自転車で通える範囲内に,優先入居が可能な市営住宅市営住宅の近
隣iには小中学校が隣…接バスで市内にアクセス可能なこと
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〈立地場所〉
高専:卒 業後,故 郷 を離れ10数年を経ての帰郷である。それまでに過ごした20
歳までの学生生活,そ れ以後の技術者 としての職業体験を重ねた首都圏での社
会生活の問には,あまりに大 きな隔たりが存在する。こうした隔絶(ギ ャップ)
を速やかに解消 し,U・1タ ー ン先 と自分を強力 に結びつけ新結合によるプラ
ス効果を創出するためには,地 域型インキュベーションが(母 校である)高 専
に通いやすい立地環境 にあることが極めて重要である。それはベ ンチ ャー創業
の生命線であるといっても過言ではない。人材採用面 も含め,地 元高専 との良
好な関係 を構築す るには,学 生の教育 と教授会等の学校運営で多忙を極める高
専教官 との,合 間合間をねらった頻繁な訪問が大切である。それ以外に技術産
業蓄積 と企業間競争密度の極めて希薄な地域における くベ ンチャー創出〉のチ
ャンスを想像することは大変難 しい。
ジェット空港:域 内に未成熟で貧困な市場 しか もたない北海道において,高 付
加価値な製造系のベ ンチャービジネスを成功 させる唯一のチ ャンスは,〈道外
マーケティング〉にあることが前年度研究か ら明らかになった。しっか りとし
たコァ技術 をもつU・1タ ーン技術者は,10数年 という道外での長い技術者 と
しての職業経験か ら潜在的な顧客を道外に豊富に有している。 こうした道外の
顧客を対象 とする集中的なマーケティング活動を実施するためには,フ ェー
ス ・ツー ・フェースの 〈直接訪問営業〉 と,そ の間を遅ていな く埋め合わせ る
情報 メディアとしてのインターネッ トによる 〈ホームページ/電 子メール〉が
最適である。それゆえ,自 宅〉空港〉会社〉自宅,と いう経路を自動車により
10-20分程度で移動 し,かつ 自動車を無料で置いてゆける空港駐車場といった
空港 に近い周辺環境がどうしても必要 となる。
〈生活支援 と住環境〉
生活支援:生 活支援については,家 族を有 しているサラリーマ ンが企業を退職
して独立開業するまでの準備期問に当座の生活費はどうしても必要な施策であ
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る。だが,モ ラルハザー ドを回避 して,ど のように新なる潜在的ベンチ ャー創
業者に資金 を提供すべであろう。現実的に考えると,ベ ンチ ャー支援に関する
公的資金は,一 義的には低廉なインフラの提供(レ ンタルラボ ・オフィス,住
居)が はじめになされるべ きであろう。だが,現 実的に考えれば,ま だ貯蓄 も
多 くなく育ち盛 り子供 を抱える,30代技術者に対する最低限の生活資金供与は
必要である。そこで,イ ンキュベータ施設の臨時職員として採用することが考
えられる。その契約金額は自治体が雇用す る水準に準拠 して行われるべ きであ
ろう。また,た とえ入居資格は3年 保有 していても,毎年末に開催 されるプレ
ゼンテーションでの評価が芳 しくなければ,臨 時職員としての契約は解消 とい
う選択肢 もあることによりモラルハザー ドは回避できる。
住宅:ベ ンチャービジネスを立ち上げることは,時 間との競争である。それゆ
えに,開 発時間の短縮がベンチ ャー企業には何物にも勝る経営資源 となる。そ
の場合,オ フィス と住宅が近ければ近いほど有利なことは明白である。だが,
それが同一でも好ましいとは限らない。なぜ なら,学生とは異な りU・1タ ー
ン技術者には家族がいるか らだ。仕事 と生活の場を明確 に線引 きし,なおかつ
車 を使 わなくても自転車で通える距離程度 にあることがインキュベーション施
設の立地ポイン トとなる。そのため,少 な くとも当初3年 間は住める一時的な
家族宿舎が どうして も必要となる。今後の新たなインキュベーション施設 には,
近 くに専用宿舎を企画設計段階で盛 り込むことは可能である。だが,既 存のイ
ンキュベーシ ョン施設 を前提 とする場合は,近 くにたまたま立地する市営住宅
(または道営住宅)の 一部を優先的に転用することが現実的である。
〈金融機関〉
こうしたU・1タ ーン者がインキューベーション施設に入居 した場合,妻 の経
理面でのサポー トを受けることはほ とんど考えられない。この点で,わ れわれ
が前年度の 〈道内製造系ベンチ ャー企業〉のケーススタディで得 られた回答が,
地元金融機関なかで も信用金庫 との取引であった。数ある金融機関のなかでも,
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地元信金の営業エ リアは地域限定的であ り,それゆえに中小の地場の商店や企
業のキャッシュフローに信金渉外担当者は精通 している。そこで,こ うした信
金支店がインキュベーション施設に隣i接する場所にあれば,毎 日訪れる担当者
とU・1タ ーンした技術者が全幅の信頼 をもってつき合うことで,自 己のキャ
ッシュフロー ・マネジメン トに関するアウ トソーシング化が可能 となる。
〈屋外〉
北海道へのU・1タ ーン希望理由を聞 くと,多くの人が必ず 〈豊かな自然環境〉
を理由にあげる。だが,朝7時 から深夜1時 近 くまでインキュベーション施設
内のラボでの開発 と,オ フィスでの事業計画づ くりに没頭 しなければならない
技術者 にとって,ラ ボやオフィスからふ と見る窓か らの光景や,外 に出てベ ン
チに腰掛 け開く,メモ,携 帯電話やノー トパ ソコン上で,峻 烈な技術や事業ア
イデアのブレークスルーはひらめくかも知れない。それゆえに,強 い日差 しを
遮 りさわやかな風が通 り過 ぎる環境作 りは,な により大切な空間である。建物
を出ると,目 に入 る景色はすべて無機的なアスファル トの駐車場ばか りでは,
ダメなのだ。 よく手入れされた樹木 と緑が 目にしみる芝生そ して清潔なベ ンチ
は,こ うした施設 にとってのアクセサリーではな く,重要な知的生産手段 であ
ることを認識 したい。そして,こ うした景観を見て,初 めてここを訪れた技術
者はU・1タ ーンを決心する。
(2)内部環境
〈内部環境〉
インキュベーション施設を設計する際,そ の運営体制は見逃せないポイン トで
ある。なかで も重要 な点は,入 居者にとってそれらの設備や管理体制が起業に
有効たりうるか という点である。また,入 居者 として製造系技術者を想定して
いることも重要である。特に,レ ンタル形式のラボとオフィスのセ ット提供が
重要である。そこで,次 にベ ンチャー ・インキュベーションの内部環境 を設計
する。
地域型ベ ンチャー支援 システムの研究(中) 65
表16地 域型ベンチャー ・インキュベーションの内部環境
a:管 理体制 24時間利用を可能 とす るため 〈各室オー トロック+鍵 併用式〉
24時間 正面玄関は,夜 間のみ電子式施錠システム入居者は くカー ド+暗 唱
番号〉で入居可能
b:秘 書機能 入居者受付コーナー:電話来客取り次ぎおよび事務支援
9時一17時 (専任共有アシスタント常駐)コ ーヒー ・湯茶の常時用意
c:外 部供給 電 源:電 灯100V及び低圧電力200V(個別契約)
インフラ 水道:工業用水(個別契約)
ガス:都 市 ガス(個 別契約)
通信:100B-T構内LAN+専 用サーバー(家 賃に含む)NTTの
ISDN回線(個 別契約)
d=レ ン タ ル 100平米又は50平米:上 記インフラ完備+ガ スFF暖 房
ラボ
e:レ ン タ ル 10平米:L机+チ ェ ア,電 灯100V,電 話 ・LANジ ャ ッ ク
オフィス ガスFF暖 房,小 型 ホワイ トボー ド
f:共 同利用 事務室1室(入 居者管理専門)
施設*
*事務室以外 プ レゼ ンテ ー シ ョ ン ルー ム1室(20-50名;液 晶 プ ロ ジ ェ ク タ ー装 備)
24時間利用 ミーティングルーム数室(7名;楕 円テーブル)
可能 談話応接室1室(4名;応 接セ ット)
資料 ・コピールーム(ベンチ ャー雑誌+高 速デ ジタルコピー機2台)
給湯室(電磁調理器付キッチン+冷蔵庫+電子レンジ)
〈管理体制 と秘書機能〉
インキュベーション施設 は自由な出会いの場所 として,誰 で も出入 りで きるこ
とが望 ましい。これ ら外部の人々の自由な出入 りを保証しなが ら,入居者の高
度な機密を守 り24時間での開発体制を支援するためには,共 用施設 を1階部に
置 き,レンタルラボ ・オフィスを2階 以上に設置することが望ましい。さらに,
2階階段 ホールには入居者専用の受付コーナーを設け,そ れ以上の外部か らの
入室をコン トロールする必要がある。そ うした意味では,イ ンキュベーション
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施設全体が構内デジタル交換機 による内線 ・ダイヤルイン化が果たされたうえ
で,入 居者への電話番号を受付 コーナーに統一 し,こ こから転送する方式が好
ましい。入居者はもちろんダイヤルインで電話受付可能であるが,不 在時の連
絡 と個人携帯電話 ・電子メールの普及状況を考えると,む しろ積極的に電話 ・
来客の受け付け機能を共用の受付 コーナーにアウ トソーシングすることが望 ま
しい。
〈外部供給インフラ〉
入居者の初期投資を極力抑えるため,基本的な電源工事,ガス工事,水道工事,
通信工事を終えているべ きである。特に,通 信インフラについては,専 用線 を
インキュベーション施設 まで引いたうえで,サ ーバーに結び独 自の構内LAN
を保有すべ きである。その結果,後 にレンタルのラボ ・オフィスや工場が拡張
した場合にも対応可能な通信インフラとな り,水道のように情報通信が大量か
つ高速で しかもコス トフリーで接続可能 となる。
〈レンタルラボ&レ ンタルオフイス〉
入居期限を厳密 に課す ことも必要である。3章 の高専OBに 対する起業意識調
査では,事業プランをもつ高専OBの3/4が 創業に要する期間を 「3年以内」
と回答している。それゆえ,入 居期限を明確 にすることで入居者には独立開業
までの時間制約が生まれ,さ らに次に続 くものへの施設の明け渡しも進む。だ
が,そ の後の独立開業時点においても,用 地取得を含む設備投資を可能な限 り
押さえる必要がある。だから,台湾 と同様にインキュベーション施設の隣…接地
にレンタルの工場建屋 を公的資金で建設 し貸与 してもよいのではないだろう
か。
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表17レ ンタル ラボに隣接する快適なレンタルオフィスの レイアウ ト
*ドアは必ず 「内開 き」
で,執 務中はオープン
で使用 する。
〈共同利用施設〉
事務室:共 同利用施設はすべて1階 に集中させる。特に重要なものはインキュ
ベーション事務室である。 ここは入居者の管理 を専門とする部門であ り,施設
および職員の維持管理はもちろんのこと,〈入居者家族の住居手配〉,〈子供の
学校案内〉,〈新天地での生活情報提供〉などの後方支援業務 に全力を投入すべ
きである。また,入 居者への各種公的補助申請の支援サービスや,金 融機関の
紹介,地 元企業の紹介,事 業説明会の開催企画など,イ ンキュベーションとし
て果たすべ き課題は多い。それらを入居者自身が行なった場合,事 務手続 きに
要する時間的コス トは莫大であ り,台湾や米国と同様にこうしたサービスがワ
ンス トップで行える入居者支援機能はきわめて有効である。
その他:20名と50名程度を収容で きる大小のプレゼンテーションルーム2室
(かち合わないように)が重要である。なぜなら,ベ ンチャーとして独立開業
の準備段階にあるU・1タ ーン技術者が,開 発の各段階で潜在的投資者(融 資
者)に対 して事業説明を行 える場所が必要だか らである。こうしたプレゼンテー
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ションを出先で行うには説明者の数だけ説明回数が必要となり,かつ開発現場
を見せ ることもできない。ゆえに,開 発現場のあるインキュベーション施設内
で多 くの外部の関心者にプレゼンテーションするのが最も効率的で効果的であ
る。 これ らのプレゼ ンテーションルームは,ソ フ ト設計で述べる 〈教育プログ
ラム〉の講義場所 としても大いに活用が期待 される。
さらに,来 客が3-4名 来た場合の打ち合わせ場所 として,ま た,ベ ンチャー
を早期に立ち上げ人材を採用 した場合の会議スペース として,7名 程度が全員
向 き合って座れる楕円形のテーブルを装備 したミーティングルームがある程度
(各階に2室 つつ程度)必 要である。ほかに,1階 に入居者 ・管理者の共用の
応接室があるとよい。コピー機 は2台 必要であることは言 うまでもない。そこ
には資料室として,ベ ンチ ャー関連雑誌がバ ックナンバーとともに定期購読で
閲覧で きれば好ましい。最後に,開 発作業は深夜 に及ぶ場合 も多いため,入 居
者 による簡単な食事 を用意可能なキッチンとシャワールームが必要である。
4-5ソ フトウェアの設計
これまでにベンチャー ・インキュベーシ ョンの 〈ハー ドウェア〉を設計 してき
た。次に,設 計されたインキュベーション空間において,現 実的な 〈創業〉や
〈会社経営〉 についての支援 も考 えなければならない。特に,高専卒業生を念
頭に置いた 〈U(1)ター ン&ベ ンチャー〉では,こ れまでに未経験分野 とも
いえる理工系技術者を対象 とする(a)ビジネス教育プログラム,お よび(b)事業化
支援プログラムが欠かせないことが,こ れまでの研究でわかった。
(1)教育プログラム
インキュベーション施設において入居者に提供すべ き教育プログラムを設計す
る。その主たる内容は,商 科大学において通常行われる教育カリキュラムの応
用が適当 と考えられる。それ らは通常,〈講義〉〈実習〉および 〈演習〉の3つ
で構成される。
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表18地 域型ベンチ ャー ・インキュベーションにける教育 プログラム
a=講義 「商法」「財務会計論」「マーケティング論」をコア科 目として,通
常,商 学部商学科で開講する企業経営に関する関連科目を講義。
b:実 習 簿記,ビ ジネスプラン発表,パ ソコン
c:演 習 会社設立登記書類作成,定款作成,事業計画書作成,資金計画書作
成
現実的には,大 学教官が学期中にこうした連続講義を出張で行 うことは不可能
である。そこで,次 の2つ の講義形態が考 えられる。すなわち,
(a)夏休みや冬休みなどの長期休暇中にインキュベーション施設に出張 し
て,集 中講義 を行う。
(b)学期間中に複数の教官が交代で出張 して,連 続講義 を行 う。
(c)大学自身が夜間ビジネススクールを開講し,科 目履修 として受け入れ
る。
さらに重要な点は,こ うしたインキュベーション内での教育 プログラムを成功
させるためには,講 義への参加 をインキュベーシ ョン入居者の義務 とすべき点
である。 しかも,大企業にみられる社内研修教育 と同様,レ ポー トやプレゼ ン
テーションを通 じた試験チェックを必ず実施 し,後の創業支援の援助対象 とす
るか否かの基礎データとして用いるべ きであろう。こうした社会人に対する評
価 システムには,異 論も多いであろう。だが,激 烈な競争にたった一人で立ち
向かわなければならないベ ンチャー企業の創業者は,そ れゆえに厳 しい競争に
独 りで勝ち残 らなければならない。同時に,技術者が もし自己の技術的確かさ
を過信 し,企業経営 に関する基本的な知識もなく経験や勘だけで経営 してゆ く
ことの危 うさは,企 業を経営ミスによって倒産 させた時の社会的問題から考え
れば厳格に考えるべ きである。
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(2)事業化支援 プログラム
つ ぎに,イ ンキュベーション施設で行われるべき 〈事業化支援プログラム〉に
関するソフ ト設計を行 う。創業に至る各段階における事業化支援 を,実 際の支
援実例に沿って分解 し,支援当事者と外部協力組織を明確化 したのが表19であ
る。
表19地 域型ベンチャー ・インキュベーションの事業化支援プログラム設計
段階別支援項目 支援当事者 外部協力組織
①事業計画作成 インキュベーション事務室 商科大学CBC
②創業場所選定 インキュベーション事務室 自治体企業立地課
③設備投資策定 インキュベーション事務室 高専〉自治体企業立地課
④経営計画策定 インキュベーション事務室 商科大学CBC>地元商工指導センター
⑤人材募集 インキュベーション事務室 高専〉自治体〉公共職業安定所
⑥公的補助申請 インキュベーション事務室 自治体企業立地課〉商科大学CBC
⑦金融機関決定 インキュベーション事務室 地元金融機関本支店
⑧住居決定 インキュベーション事務室 自治体企業立地課〉自治体住宅課
⑨設備投資発注
インフラ及び設備導入
インキュベーション事務室 自治体企業立地課および金融機関取引
支店
〈商科大学 ビジネス創造センター(CBC)〉
①事業計画策定における事業 目的の基本 コンセプ ト,ターゲ ット,戦略,戦術,
およびキ ャッシュフローについての集中的かつ段階的な討議 を商科大学内の
CBCで専門家(大 学教官および学外協力ス タッフ)と ともに実施 し,そ れ ら
の弱点を補強する。大学内での討議結果を反映 した 「事業計画書」を,そ の後
の各種公的申請や融資計画書に応用する。 また,④ 経営計画策定,⑥ 公的補助
申請,な どに関しても,商科大学内のCBCで は豊富な国内情報をもとに資料
を取 り寄せ し,申請書の作成等を支援する。
地域型ベ ンチ ャー支援 システムの研究(中) 71
〈自治体〉
②創業場所 と③設備投資では,それらの用地斡旋 と新規設備投資(⑨設備導入)
や新規雇用にともなう各種補助等(⑥ 公的補助申請)の 支援が行われている。
また,⑧ 住居決定では,隣 接する公営住宅の入居手配サービスが受けられる。
また,函 館や旭川などの非札幌圏では国の部局が設置 されていないため,地 元
自治体が委任事務 を行っているケースが多い。そのため,公 的資金等の窓口も
一元化 されやす く,か えって首都圏にくらべて申請にかかわる時間的な短縮が
可能 となっている。
〈高専〉
⑨設備投資と⑤人材募集では,高 専教官への相談が期待 される。設備投資や域
内調達面で母校OBが 経営する企業紹介 を受けられる可能性がある。 また人材
採用では,事 業の立ち上が りで新卒者の教育は無理であるため,既 卒者に関す
る情報で母校 ・高専にまさる存在はない。 さらに,独 立開業を果たし,イ ンキ
ュベーション施設か ら出て数年後に生産体制の拡充が進んだ場合,た とえ無名
のベ ンチャー企業であっても母校 との連絡体制が確立 していれば新卒者の採用
はさほど困難なことではない。そ うした意味でも,イ ンキュベーション入居直
後か らの母校高専 との密接な交流が,将 来の人材募集にとって決定的な意味を
持つのである。
〈金融機関〉
設備投資発注では,そ の資金計画 とキャッシュフロー計画,償 却計画,に つい
て細部にわたる事前協議が必要である。特に設備投資に対 しては,自治体,道
および経済産業局による各種補助金 と優遇処置が用意されているが,そ の申請
書類上,金 融機関発行の証明書類が必要となる場合が多い。また,各 種公的補
助金や融資制度の窓ロにもなっているため,地 元金融機関との二人三脚体制は
是非 とも必要である。また,ベ ンチ ャー企業家 として成功 した場合,地 元信金
の トップとの交流は顔の見える 〈銀行家〉 とのつき合いであって,さ らなる信
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用創造がはか られるというメリットも大 きい。
5結 び:研 究第3段 階の課題
本研究論文では,〈地域型ベンチャー ・インキュベーション〉に求め られると
考えられるハー ドおよびソフ トの設計を行った。戦後50年を経て 日本経済は次
なる発展段階へ の踊 り場に入ってお り,新産業の担 い手である革新的ベ ンチ
ャー企業の育成は急務の経済政策課題 となっている。特に,経 済のグローバル
化 は,政府 による国内産業への護送船団方式の解体 を加速化 してお り,大企業
のリス トラと余剰人員の解消は急 ピッチで続いている。そのため,新 たな雇用
創出の受け皿としてもベンチ ャー企業は期待されてお り,特に経済の落ち込み
が激 しい地域 におけるベ ンチ ャー創 出は不可欠である。
ドラッカーは 『明 日を支配するもの』でも再三述べているように,成果の上が
らないマネジメン トはマネジメントではな く,成果の上が らない組織はグロー
バ ル競争のなかで消滅せ ざるを得 ない。 われわれが 目指す く地域型ベ ンチ
ヤー ・インキュベーション〉は,あ くまでも競争相手がグローバルに存在 し,
それは台湾であ りシリコンバ レーである。それ らの地域にあるインキュベーシ
ョン施設に対 して く地域優位性〉 をもてない施設であれば,そ こか ら生 まれる
ベ ンチャー企業も競争力 を持ち得ず,失 敗することはほぼ間違いない。それゆ
えに,グ ローバルな競争視点 と実力 を有するコーディネーターが欠かせない。
これらのコーディネーターは,フ ァイナンスやセールスといった実戦における
ビジネス経験 と,経営学修士号を有する大学卒以上の高度な理論的裏付け,等
を共有 しなければならない。
最後 に,実行段階に入った 〈U(1)ターン&ベ ンチャー〉の実施に向けて,
候補者の選定 とインキュベーション場所 の準備 にとりかか らなければな らな
い。そのために必要となる組織 と費用は以下のとお りと推定される。すなわち,
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〈産〉には資金(場 所を除き生活支援+創 業準備資金 として数億円)と場所の
提供,〈官〉にはベ ンチャー創業 に向けた各種開発補助金とネットワーク紹介,
〈学〉には創業前のビジネス教育プログラムと創業支援プログラム,お よび創
業後の企業経営支援が求められる。
われわれはかつて開国 と近代化を同時に直面 した時代,北 海道においても官営
工場からスター トして,見 事 に農業,鉱 業,製 鉄業,そ して食品産業 を世界水
準にまで発展させた歴史がある。次なる課題 として,IT・ バイオ ・ナノテク
ノロジー,新 素材など21世紀初頭をリー ドするであろう新産業の創造が国民的
に期待 されている。こうした産業の担い手は,そ れが新 しい産業である以上,
すべてがベンチ ャー企業から始まるのが常である。そうした新産業創造の時代
にあって,北 海道が 日本 ・アジアをリー ドする 〈ベ ンチャーフロンティア〉に
なることを願ってやまない。願わ くは,人材を誘致するかたちでのベ ンチャー ・
インキュベーションが,より現実的かつ 日常的な経済活動になることを願って,
我々は次 なる研究段階に入 る。
以上
〈研究第2段 階:共 同研究メンバー〉
研 究 主 査
研 究 員
研 究 員
*全員,肩 書 きは当時
瀬戸 篤(せ と あつ し)小樽商科大学商学部助教授(大 学
院兼務)
1958年北海道生 まれ。1983-1995年北海道電力株式会社勤務
を経て,1995年より現職。
小樽商大商卒。国際大院修士課程及び北大院(農 業経済学)
博士課程修了。
佐藤靖史(さ とう やすふみ)北 海道渡島支庁係長
1959年北海道生 まれ。北海道経済部勤務 をへて,1999年より
現職。
北大法卒。小樽商大院(商 学研究科)修 士課程修了。
松田一敬(ま つだ かず よし)未 来総研次長
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研 究 員
研 究 員
研究副主査
研 究 員
商 学 討 究 第52巻第1号
1962年東京都生 まれ。1986-1996年山一証券(株)お よび山
一インターナショナルロン ドン(株)勤 務 を経て,1997年よ
り社団法人北海道未来総合研究所 ならびに北海道ニュービジ
ネス協議会事務局次長。
慶応大経卒。INSEAD(欧州経営大学院 フランス)MBA取
得,
小樽商大院(商 学研究科)修 士課程在学中。
鈴木宏一郎(す ずき こういちろう)株式会社 リクルー ト課
長
1965年福 岡県生 まれ。同北海道支社地域活性事業グループ勤
務。
東北大法卒。小樽商大院(商 学研究科)修 士課程在学中。
依田知則(よ りた ともの り)小樽商科大学大学院
1975年北海道生まれ。
小樽商大商卒。小樽商大院(商 学研究科)修 士課程在学中。
村 田明夫(む らた あ きお)日 本開発銀行課長
1959年神奈川県生 まれ。同札幌支店勤務。
慶応大経卒。
服部統幾(は っとり もとき)日本開発銀行副調査役。
1967年神奈川県生 まれ。同札幌支店勤務。
東大法卒。小樽商大院(商 学研究科)修 士課程在学中。
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